
1 
 

令和 2年 7月 22 日 

関 西 広 域 連 合 

 

新型コロナウイルス感染症第１波における対応の総括 

 

１ 対策本部の開催等による情報共有 

 

  関西で初となる患者が確認された 1 月 28 日に新型コロナウイルス感染症対策準備室

を設置し、国内の発生状況、各構成団体における検査可能検体数、入院可能病床数など

の情報共有を進めた。 
また、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正を踏まえ、３月 15 日以降対策本部

会議をＴＶ会議システムも活用して 6 回にわたり開催し、圏内の感染状況および各構成

団体の対策等について共有を図った。 
これらの情報共有のもと、第１回本部会議（3/15)、緊急事態宣言発表後（4/8)、緊急事

態宣言解除後（5/28）といった節目ごとに、広域連合としての感染症対策の方向性につい

て申し合わせながら取組を進めてきた。 
 

（共有した内容） 
発生状況等 感染者の現状及び感染経路、クラスターの発生状況、 

新規感染者数と感染経路不明者数、主要都市の人口変動分析、 
宣言解除期の人口 10 万人に対する感染者数(１週間平均) 

対応方針 

 

構成団体が実施している対応・対策、特定警戒都道府県の対処方針、 
緊急事態宣言解除後の関西府県の対処方針（解除の判断基準、外出自粛・

イベント開催自粛、府県立学校、府県立施設） 
医療体制 検査体制・能力・実績、帰国者・接触者外来設置状況、 

医療機関向け相談体制、協議会の設置状況、都道府県調整本部の設置状況、

宿泊療養施設の確保状況、帰国者・接触者相談センターの設置状況、 
一般相談窓口の設置状況、病床・人工呼吸器等の状況、 
感染症対策物品の確保状況 

その他施策 医療従事者等支援のための新型コロナウイルス感染症対策基金一覧、 
構成団体の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の状況(経済・雇用対

策、教育対策、社会・福祉対策、終息後の地域活性化対策） 
※国の１次・２次補正後 

 
 
（申し合わせ） 
・関西広域連合による新型コロナウイルス感染症対策（3/15） 
・新型コロナウイルス制圧に向けた申し合わせ（4/8） 
・関西・新型コロナウイルスを乗り越えよう宣言（5/28） 

 
 

〔成果・課題〕 

構成団体の長が直接顔を合わせ、日々変化する情勢に対する認識や各自治体における

取組を情報共有することにより、各構成団体における感染症対策の充実につながり、と

りわけ府県間での調整が求められる休業要請等の緊急事態措置を実施する上で、互いに

参考とすることができた。また、適時の申し合わせにより、関西圏が一体となって取組を

進めることができた。 
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２ 広域的な医療連携 

 
第１回対策本部会議において、関西防災・減災プラン（感染症対策編）に基づき、医薬

品・医療資器材及び医療専門人材の広域融通調整、検査機関の広域連携の支援、広域的な

患者受入支援を行うことを申し合わせた。以降、感染者受入病床数、保有医療資器材等の

状況を共有しつつ、下表のとおり広域患者受入調整方針を策定するとともに、医療資器

材の広域融通等を実施した。 
 

区分 内容・実績 

医薬品・医療資器

材及び医療専門

人材の広域融通

調整 

・京都市からの要請に伴い、鳥取県からサージカルマスクを１万枚支

援（3/10） 
・滋賀県及び兵庫県に鳥取県からフェイスシールドを 2,400 枚支援

(5/12) 
・転院が困難な重症・重篤者への医療人材支援調整のため、「ECMO
ネット」との連携を推進 

検査の広域連携 和歌山県からの要請に伴い、大阪府が１５０検体の検査を受入れ

（2/20） 
広域的な患者受

入体制の連携 
構成団体間において広域医療局が一元的調整窓口を担う「広域患者

受入調整方針」を策定 
（概要） 
・比較的症状が安定している「中等症患者」を調整対象とする。 
・患者搬送に必要な機材の規格・能力等を考慮し、安全に患者搬送を

行うため、原則として、通常、搬送期間が片道 1 時間以内の場合を

広域調整の範囲とする。 
※「無症状病原体保有者・軽症者」についても広域的な調整を進める。 

 
 
 
〔成果・課題〕 

資器材等の融通については、各構成団体の自主的な備蓄や、民間団体からの寄付に加

えて、ひっ迫した際の相互支援の仕組みとして役割を果たした。 

今後、感染が再拡大した場合には、若者の感染が増加していることから、宿泊療養施設

の広域融通の検討も含め、関西広域連合として広域医療連携を推進する。 
また、各構成団体及び連携県の対応を振り返り、第１波におけるノウハウを共有する

とともに、以下の方針に基づき、感染再拡大に備えた検査・医療提供体制の確保に努め

る。 

区分 第１波における課題及び第２波に向けての対応方針 

１検査体制等 
(1) 検査体制 

・第１波において増員､民間検査機関の導入、抗原検査の活用等体制

の強化を図っており、第２波においてもこれまでの取組を進める。 
・広域連合における「検査の広域連携」の申し合わせも踏まえ、今後

は可能な限り幅広に必要な検査を行うことができる体制を確保。 
(2) 保健所の体制 ・相談対応、積極的疫学調査の実施など、保健所の業務の増大に対

し、退職保健師の登用、外部委託など体制強化が図られている。 
・クラスターの早期発見のため、HER-SYS など ICT システム、国

の接触アプリ、府県市の追跡システムの活用や、府県間をまたぐ感

染者への対応など府県市の連携をさらに進める。 
２医療提供体制 
(1) 医療機関・調

・協議会・入院調整本部において、DMAT、災害医療コーディネータ

も参画し、調整を実施。 



3 
 

整本部 ・空床状況等に関する ICT システムを活用しつつ、第１波で課題と

なった疑い患者や、妊産婦や障害者、透析など特別な配慮が必要な

方の受入れについて関係団体との綿密な調整を進める。 
(2) 軽症者の対応 ・当初、施設・人員の確保等に課題があったが、関係団体との連携に

より各府県において宿泊療養施設を確保し、今後も継続。 
・退院（退所）時の PCR 検査の要否について構成団体によって対応

が分かれるため、国に科学的根拠の明示と国民への説明を求める。 
(3) 院内感染対策 ・コロナ患者の入院対応を行わない医療機関において感染防止対策

に課題が見られた。 
・府県市間で事例を共有し、専門家の派遣や注意喚起を行う。 

３介護保険施設

における施設内

感染対策 
 

・感染防護用品の不足や、感染が起こった場合の人員確保、入所者を

受け入れる医療機関・施設に課題があり、感染症ｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑの派遣

や、人員確保に関する関係団体との協議等の対応を行った。 
・引き続きｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑの派遣、平時からの対応、事例等の共有を行う。 

４医療物資 
 

・第２波に備え、各府県市における備蓄・調達、圏域内企業での医療

物資の生産を進めている。 
・府県市において重要な医療機関を把握し、必要な需要を見極め、バ

ランスをとった配分を行うとともに、広域連合として「医薬品・医

療資器材の広域的な融通」の申し合わせに基づき連携を行う。 
 

 

３ 府県民・事業者への統一メッセージの発出等による外出・往来自粛要請 

 

  一つの交流圏である関西圏において、一体的に外出や往来自粛等に取り組むため住民

へのメッセージを発出した。 
４月初旬には若年層の春休み中の活発な活動が感染を拡大していることが認められた

ことから特に若者にターゲットをあてたメッセージを発出した。また、兵庫・大阪におけ

る緊急事態宣言発表を受け、特に府県域を越える広域自治体として、４月８日に府県を

越える往来の自粛を強く呼びかける「関西・外出しない宣言」を発出した。さらに、緊急

事態宣言の全国拡大を経て４月 23 日には、行楽シーズンであるゴールデンウィークを前

に、府県民には帰省や旅行を控えること、事業者には休業要請の遵守、テレワーク等によ

る通勤者の８割削減を呼びかける「関西・ＧＷも外出しない宣言」を発出した。 
区分 内容 

新型コロナウイルス感

染症の拡大防止に向け

た関西府県民の皆様へ

のお願い（4/1） 

全国的に感染の急拡大が見られる中、都市部など人口密集地

との不要不急の往来の自粛を求めるとともに、特に活動が活

発な若者に慎重な行動をとるよう呼びかけ。 

関西・外出しない宣言

(4/8) 
緊急事態宣言の発表を受け、府県民へ徹底的な外出の自粛、府

県を越えた往来の自粛を要請。 
関西・ＧＷも外出しない

宣言(4/23) 
ゴールデンウィークを控え、府県民に対して帰省や旅行を慎

むことや、事業者に対して休業要請の協力、通勤者の大胆な削

減等を要請。 
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〔成果・課題〕 

  関西が一体となった適時の呼びかけとともに、構成団体間での円滑な連携・調整によ

り、感染者数の大幅な縮減に貢献することができた。３月下旬の連休の際の外出自粛要

請については調整が不十分な面も見られたが、緊急事態宣言後は適切な調整が図れた。 
  情報発信にあたっては、集客施設、高速道路会社等との連携により効果的な広報に取

り組んだが、各構成団体と緊密に連携した更なる発信の強化が求められる。 
 

 

４ 事業者への休業要請 

 
  緊急事態宣言対象地域となった大阪では４月 14 日、兵庫では４月 15 日から、特定警

戒都道府県に追加指定された京都府では４月 18 日から休業要請を実施した。施設の使

用制限は各府県の権限で行うものであるが、休業要請対象に府県によって違いがある場

合、開業している店舗等へ他府県からの移動が生じることが懸念されたため、経済圏域

が一体である３府県において要請内容を整合させる調整を行った。 
 
また、休業要請の対象となった特定の施設を利用する目的で大阪・兵庫から周辺府県

への人の移動が生じたことから、４月 15 日に府県を越える往来の自粛を呼びかける「関

西・外出しない宣言」の徹底を改めて呼びかけた。 
 

〔成果・課題〕 

休業要請にかかる３府県間の調整をはじめ、近隣府県間の個別調整はそれまでに関西

広域連合の対策本部会議を重ねていたことで円滑に進んだ。また、休業要請実施府県か

ら周辺府県への人の移動についても迅速に対応することができた。 
 
各自治体の感染状況等に違いがあるため、関西圏で一律の社会活動制限基準の設定は

行わなかったが、府県間の調整により、整合を図りつつ各府県の事情に応じた適切な対

応ができた。今後も、各府県が適切に基準を設定することについて共通認識し、その認識

のもと府県間で個別調整を行う必要がある。 
  

３月  
 

４月  
 

５月  
 

６月  
 

関西・外出しない宣言(4/8) 

関西・ＧＷも外出しない宣言(4/23) 

府県民の皆様へ 

のお願い(4/1) 

関西圏における新規感染者数の推移（３月～） 

７月  
 

関西・新型コロナウ

イルスを乗り越え

よう宣言 (5/28) 
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５ 水際対策の強化 

   

３月中旬以降、米国をはじめ、アジア・欧州の検疫強化対象地域からの帰国者による感

染事例の増加が見られた。入国制限対象地域には保健所等による健康フォローアップ制

度があったが、検疫強化対象地域には、入国後の自宅等待機が帰国者の自主性に任され

ていたことから、国に対して、帰国者の健康観察体制の充実などの水際対策の強化を求

めた（3/19,27）。また、海外からの帰国者およびその家族等に対し、実効性ある自宅等待

機を行っていただくようメッセージを発出した（3/26）。 
 
〔成果・課題〕 

  ７月１日現在、欧米・アジアを含め 128 か国・地域が入国拒否対象地域に指定され、

その他の国は検疫強化対象地域とされているが、検疫強化対象地域における健康観察体

制については具体的な措置が講じられていない。今後国は、入国拒否対象地域のうち、

感染状況が落ち着いている国に対し入国規制の緩和に向けた協議を進める方針だが、関

西国際空港という水際を抱える圏域として、緩和にあたっての感染防止対策の実効性確

保について引き続き申し入れを行う必要がある。 

 

 

６ 国への要望・提案 

 
  感染症対策の現場で直面する課題について、全国知事会等とも連携を図りながら、適

時に国へ要望・提案を行った。 
   

3 月 19 日には、世界的感染拡大を踏まえて水際対策を強化するとともに、感染患者の

増加に伴い、入院調整に支障が出る恐れがあったため、無症状者・軽症者の病院外での措

置を求めるなど緊急の要望を行った。 
 
加えて 3 月 27 日には、水際対策の強化を再度要請するとともに、医療専門人材の地域

偏在が大きいことから医療専門人材の広域融通制度の創設などを求めた。 
   

また、緊急事態宣言の全国拡大後（4/23）は、医療体制への負荷が日増しに大きくなる

中で、医療体制の確保を図るため、国公立民間を問わず患者受け入れを促進すること、診

療報酬・空床補償の拡充等による医療機関の支援などを求めるとともに、感染拡大収束

には事業者の幅広い協力が不可欠であったため、休業要請の影響を受ける事業者への救

済措置や家賃負担の軽減等を求めた。 
 

区分 主な内容 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

に 係 る 要 望

（3/19） 

・関係機関が連携した帰国者の健康観察体制の充実など水際対策の強化 
・無症状病原体保有者・軽症者の病院外での収容、医療資機材等の迅

速な供給など感染症患者に対する適切な医療実施体制の確保 
・社会福祉施設等に対する感染予防資材の供給 
・雇用助成金の弾力的運用、特別貸付の手続簡素化など地域経済活性

化への支援 
・消費者への適切な購入行動の呼びかけなど国民生活の安定確保 

新型コロナウイ ・帰国後の待機の徹底や、検疫所から保健所への通報による関係機関
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ルス感染症対策

に 係 る 要 望

（3/27） 

連携強化など水際対策の強化 
・医療専門人材の広域融通制度の創設、医療機関の診療報酬の加算や

新たな支援制度の創設など医療体制の確保 
・自由度の高い交付金の創設など大胆かつ柔軟な経済対策の実施 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

の更なる推進に

向 け た 提 案

（4/23） 

・国公立民間問わず感染患者受け入れ促進、更なる診療報酬の特例措

置、空床補償の拡充、院内感染防止対策の推進に向けた検査態勢の

充実など医療体制の確保 
・休業要請対象事業者への国による損失補償、収入が減少した事業者

の家賃負担軽減の制度化、雇用調整助成金の助成率・上限引上げな

ど効果的な事業者等への支援 
・社会福祉施設の感染防止措置およびサービス提供継続に向けた支援 
・感染症情報をエリアメールの対象に加えるなど国民への注意喚起の

徹底 
・新しく制度化された交付金の迅速な執行に向けた手続きの簡素化 
・各自治体が予見性を持て対策を進められるよう緊急事態宣言継続・

解除の時期や区域等の基準の明示 
 
 
 
 

〔成果・課題〕 

  全国知事会や各構成団体とも連携して国に働きかけることにより、雇用助成金の助成

率・上限額の引き上げや、医療機関の診療報酬の加算などの制度改善が実現したほか、

国の補正予算により自治体が対策を実施するための新たな交付金制度が創設された。 
 
今後も引き続き国の動きを注視しつつ、感染防止策と社会経済活動の両立に向け、よ

り限定的かつ効果的な社会活動制限や、医療検査体制の更なる充実等にむけた予算確保

について引き続き積極的に提案していく必要がある。 
 
 
７ 関西の経済団体との連携 

  
  新型コロナウイルス感染症の急速な感染拡大により、全国的に医療資機材が不足する

とともに、医療・検査体制がひっ迫する恐れが高まった。関西広域連合は 4 月 27 日に関

西圏の経済団体に医療物資・資器材の増産及び流通拡大を依頼したが、関西経済連合会

及び関西経済同友会では、会員企業に支援を呼びかけ、増産・流通拡大にとどまらず、

多数の物資提供があった（寄付 13 社、購入の紹介１団体）。 
また、関西経済連合会では「関西・新型コロナウイルス医療体制支援基金」を設置して

会員企業に寄付を呼びかけている。 
  
（寄付・購入紹介申出実績（6 月末日現在）） 
 

寄付等品目 数量 企業・団体名 配布先 

N95 マスク 

1,200 枚 小野薬品工業(株) 京都府、兵庫県 
 10,080 枚 三井住友信託銀行(株) 全構成府県市 

3,360 枚 (株)カナエ 京都府、大阪府、兵庫県 
1,000 枚 (株)三井住友銀行 滋賀県 

 ※700 枚 (特非)SKC 企業振興連盟協
議会 

兵庫県 
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マスク（N95
マスクを除
く） 

3,000 枚 Ｓｋｙ(株) 京都府、大阪府、兵庫県 
100 枚 日本生命保険相互会社 兵庫県 

2,000 枚 築野食品工業(株) ドクターヘリ運航スタッ
フ用 

10,440 枚 (株)ﾌｧﾙｺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 全構成府県市 
4,840 枚 住友電気工業(株) 京都府、大阪府、兵庫県 

10,000 枚 パナソニック(株) 堺市 
※10,000 枚 (特非)SKC 企業振興連盟協

議会 兵庫県 
ゴム手袋 4,800 組 住友電気工業(株) 京都府、大阪府、兵庫県 
シューズ 
カバー 400 足 日本生命保険相互会社 兵庫県 

防護服 
100 着 日本生命保険相互会社 兵庫県 

27 着 住友電気工業(株) 京都府 
270 着 小松貿易(株) 京都府 

防護服キッ
ト 1,000 着 (株)三井住友銀行 鳥取県 

クレベリン 8,128 個 大幸薬品(株) 希望のあった構成府県市
（８府県市に配布） 

業務用空気 
清浄機    10 台 (株)クボタ 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県、鳥取県、徳島県 
※は購入紹介  

〔成果・課題〕 

寄付のあった医療物資等については、本部事務局連携推進課・広域医療局の調整によ

り、特定警戒府県を中心にニーズに応じた配分を行い、国による供給や各府県による確

保を補完する重要な役割を果たした。引き続き経済団体との連携により官民一体となっ

た感染症対策を進めていく。 
 
 
８ 第１波収束後の対応 

  ５月２８日に、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着、次なる波に備えた医

療・検査体制の整備、感染者や医療従事者とその家族の人権侵害・風評被害の防止、関

西経済の活性化や社会経済活動の維持・強化などに取り組む「関西・新型コロナウイル

スを乗り越えよう宣言」を採択した。同時に、店舗等における事業再開と感染防止の両

立を応援するため、感染拡大の予防を呼びかける店舗等用の共同ポスターテンプレート

を提供した。  
〔成果・課題〕 

宣言後しばらく新規感染者の発生は小康状態を保っていたが、6 月中旬以降、再発傾向

が続いている。観光・誘客の促進など経済回復に軸足を移す施策を進めようとする矢先

に慎重な対応が求められるに至っている。 
これまでは外出・イベント開催自粛・休業要請など一律の対応をとってきたため、経済

面への深刻な影響を及ぼした。今後の息長く続くコロナウイルス対策には、ターゲット

を絞った効果的な対応が求められる。 
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９ 総括 

 
 関西広域連合では、「関西防災・減災プラン（感染症対策編）」に基づき、発生初期から

感染期・小康期までの各フェーズに応じて、円滑な情報共有の下、府県民・事業者への統

一メッセージの発出や広域医療連携、国への要望・提案などに取り組んできた。この結

果、首都圏よりも早く、5 月 21 日に関西府県全域で緊急事態宣言が解除された。 
 関西圏が歩調をあわせた取り組みにより、効果的に感染者の大幅削減に貢献すること

ができた一方で、国による 8 割接触削減という呼びかけのもと、幅広い年齢層や業界に

対する一律的な行動自粛や休業要請により、地域社会・経済に深刻な打撃を与えた。 
今後は、クラスター発生リスクの高い事業所における感染防止対策の徹底や、高リス

ク者である高齢者等の命を重点的に守る対策等、感染防止対策に万全を期するとともに、

併せて社会経済活動の維持・向上に向け、構成団体間の情報共有をもとに関西が一体と

なった取組を進めていく必要がある。 


